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・ 近年、各地で大規模災害が多発し、地方公共団体による避難勧告・指示等の
災害関連情報の正確かつ迅速な発信が求められている。

・ Ｌアラートへ情報を発信する地方公共団体職員等を対象とした研修を実施する
ことによって、地域住民に対して、正確かつ迅速な災害関連情報の伝達を実現
する。

特徴・
ポイン
ト

 Ｌアラート（災害情報共有システム）は、地方公共団体等が発出する災害関連情報を多様なメディアを通じて地域住民へ迅速かつ効率的に伝達する共通
基盤であり、平成31年4月から全都道府県で運用を開始。

 地方公共団体職員等を対象としたＬアラートに関する研修やセミナーを通じた普及啓発や支援を実施することで、正確かつ迅速な災害関連情報の伝達の実
現を図る。

• Ｌアラート（災害情報共有システム）は、地方公共団体等が発出した
避難指示や避難勧告といった災害関連情報をはじめとする公共情報を
放送局等多様なメディアに対して一斉に送信することで、災害関連情報
の迅速かつ効率的な住民への伝達を可能とする共通基盤。平成31年4
月に全都道府県による運用を開始、平成30年度までの取組で、Ｌア
ラートを介して提供される情報を地図化するシステムの標準仕様を策定。

• Lアラートにおける地図化システムの導入に関する普及啓発及び同システ
ムの操作等に関する人材育成を行う。

• Ｌアラートについて、更なる活用推進に向けた普及啓発等を行うと
ともに、地域における防災等の課題へのＧ空間情報の利活用推
進に向けた普及啓発・人材育成等を行う。

• 具体的には、地域住民に正確かつわかりやすい災害関連情報が
伝達されるよう、地方公共団体に対し、①操作方法 ②地図情
報の配信 について研修により普及・啓発を行う。

＜Ｌアラート（災害情報共有システム）の概要＞

＜期待される効果＞ ＜対象事業のイメージ＞

・ 地方公共団体職員等を対象としたＬアラートに関する研修やセミナーを通じた
普及啓発や支援を実施。

コロナ関連情報の
発信方法

地図化標準仕様の紹介操作説明

市町村都道府県

地方公共団体

地理空間情報を活用したＬアラート研修

正確かつ迅速な
災害関連情報の伝達

の実現
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Ｌアラート情報の伝達・活用例

データ放送

Webサイト

Ｌ字型画面・テロップ

防災情報アプリ

〇Ｌアラートの情報は、テレビ放送の他、Webサイトやアプリでも活用されている。
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